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精神疾患のある親と暮らす子どもの世帯を支える制度の

整備状況に関する探索的検討

� 長沼葉月

本稿は、精神疾患のある親と暮らす子どもの世帯を、親子一体的に支える制度及びその整備状況
について探索的に検討することを目的とした。その方法として、精神疾患のある親と暮らす子ども
の世帯を支援するうえで活用できる制度を、既存の事例報告書等からリストアップした。次いで、
それらの諸制度・サービスの整備状況について、国の統計や制度の要綱の内容を検討した。その結果、
単に親を精神科医療につなげるだけではなく、親や子どもの話をしっかり聞く体制や、家事援助サー
ビス、各種の経済的支援、子どもに対する学習支援等家庭以外の居場所の提供支援などが必要であ
ることが確認された。しかし活用しうる事業として挙げられたもののうち市町村の任意事業の実施
率は概ね 50% 程度にとどまっており、居住自治体によって利用できないことが多々あることが示さ
れた。加えて、広報の課題や、学童期以降の子どもの世帯では、サービスの利用しづらさに課題が
生じる可能性が示唆された。
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Ⅰ．研究目的
近年、精神疾患のある親と暮らす子どもの存在が徐々に注目を集めるようになった。その背景に

は元「子ども」の立場の当事者による手記の発表や、当事者会の活動が盛んになったことが挙げら
れる。また医療領域では、虐待、貧困、親の精神疾患、家庭内暴力、離婚や別居や親の服役等によ
る親の不在体験といった Adverse Childhood Experiences（逆境的小児期体験）が、健康を損ない寿
命を縮めるという報告がなされ（Felitti et al. 1998）、その後さまざまな影響について研究が重ねられ、
一般書もまとめられた（Nakazawa 2015=2018）。

こうした子どもや家族を支えるための取組として、母子保健の観点から出生時から母親のメンタ
ルヘルスに配慮し、親子を一体的に支援する取り組みが増えてきた。代表的なものとして長野県の
須坂モデルが挙げられる（Tachibana et al., 2019)。また「親と子をサポートする会」（土田 2019）や

「こどもぴあ」（横山・蔭山 2017）のように「子ども」の体験を持つ人々が集う場も少しずつ広がっ
ている。

とはいえ、精神疾患のある親と子のくらしを支える制度の整備状況に関しては、まだ十分な検討
がされていない。そこで本調査は、以下の点について明らかにすることを目的とする。第 1 に、精
神疾患のある親と子どもが同居する世帯が使える制度には何があるかを検討する。第 2 に、その制
度はどのくらい整備されているのか、整備状況を比較する。これらを通じて、精神疾患のある親と
暮らす子どもの暮らしを支える制度の整備状況の現状を把握し、課題を析出することを目的とする。
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Ⅱ．調査 1　精神疾患のある親と子どもの世帯を支える制度の検討
1．調査目的
調査 1 の目的は、精神疾患のある親と子どもの世帯が使える制度について、既存の調査報告等か

ら検討することである。素材としたのは、令和元年度厚生労働科学研究費補助金子ども・子育て支
援推進調査研究事業の報告書として三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティングがまとめた「ヤングケア
ラーへの早期対応に関する研究報告書」（以下「ヤングケアラー報告書」と略記）と、文部科学省がウェ
ブサイトにて公開した「平成 30 年度スクールソーシャルワーカー実践活動事例集」（以下「H30 年
度 SSW 事例集」と略記）である。

2．調査方法
「ヤングケアラー報告書」では、全国の市町村要保護児童対策地域協議会（以下要対協と略す）に

対して令和元年度に行われたヤングケアラーに関するアンケート調査の結果がまとめられている。
ここでヤングケアラーは「年齢や成長の度合いに見合わない重い責任や負担を負って、本来、大人
が担うような家族の介護（障がい・病気・精神疾患のある保護者や祖父母への介護など）や世話（年
下のきょうだいの世話など）をすることで、自らの育ちや教育に影響を及ぼしている 18 歳未満の子
ども」と定義されており、精神疾患のある親と暮らす子どもも含まれている。この調査の目的は、
ヤングケアラーの早期対応や支援に向けた課題、ヤングケアラーに関するアセスメント項目案につ
いて意見を把握するとともに、実際に担当しているさまざまなタイプのヤングケアラーに対する対
応について、個々のケースの具体的事例を知ることとされている。1,741 件の自治体に調査票を送付
し回収率は 707 件（40.6%）、うちヤングケアラーと思われる子どもが一人以上いると答えた自治体
は 219 か所、0 人と答えた自治体が 375 か所とされており、基礎自治体の認識によってヤングケアラー
の存在が十分把握されていないことも示唆されている。「ヤングケアラー報告書」の第 2 章 2（7）は、

「ヤングケアラー」と思われる子どもへの対応事例（取組み）が紹介されている。ここで、ヤングケ
アラーのケア状況別に事例が整理されているが、②「主に疾病・障がいのある家族のケアをしている」
事例として挙げられているのはすべて精神疾患のある親と暮らす子どもの世帯であり、7 事例であっ
た。本調査では、この 7 事例から、利用していた支援機関を抽出する。
「H30 年度 SSW 事例集」は、文部科学省が全国のスクールソーシャルワーカー活用事業を実施し

ている都道府県・政令指定都市・中核市に対して行った調査結果をまとめたものである。各自治体
に対して、①スクールソーシャルワーカーの推進体制について、②スクールソーシャルワーカーの
資質向上に向けた研修体制について、③スクールソーシャルワーカーの活用事例、④成果と今後の
課題の 4 項目について回答を集めている。本調査ではこの③の活用事例に注目した。ここでは各自
治体により最大 3 つの事例が紹介されている。その事例の問題区分は、①貧困対策（家庭環境の問題、
福祉機関との連携等）、②児童虐待（未然防止、早期対応、関係機関との連携等）、③いじめ、④不
登校、⑤暴力行為、⑥非行・不良行為、⑦その他（発達障害等に関する問題、心身の健康・保健に
関する問題等）、⑧性的な被害、⑨ヤングケアラーとなっている。平成 30 年度版よりヤングケアラー
が加えられたのである。本調査では、掲載されたすべての事例を読み、親のメンタルヘルスに関連
する問題が示唆されている事例をすべて抽出し、支援経過の中で活用されていた支援機関を整理す
る。
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3．調査結果
まず「ヤングケアラー報告書」の記載事例について、表 1 に内容を再構成してまとめた。

表 1　「ヤングケアラー報告書」に掲載された支援事例
事例 ID 世帯の状況 子どもへの支援 親や家族への支援

② -1 中学 3 年生。母親がうつ病のため、家事
全般、金銭管理を行うことができず、本
児が数年前から担っている。母が精神科
に入院する可能性があるが、その手続き
等も受験期にある本児任せであった。母
親が出来ないので自分がやらなくてはい
けないと考えていた。

（子ども相談課）学校が本
児の話を聴取し、今後の見
通しについて選択肢を拡げ
る。

（社会福祉課）生活保護費
と学費の説明。

（疾病のある）親：（社会福
祉課）各種手続きの助言（障
害福祉支援課）ヘルパー（障
害）派遣。

② -2 高校 2 年生。母親が統合失調症で金銭管
理ができずライフラインが止まってしま
うことがある。母親が夜中に叫びだし寝
られず登校できない、心配で母親から離
れられない、母親からの行動制限などが
あった。

子ども本人：学校、生活保
護 CW、家庭児童相談所、
学習支援機関

（疾病のある）親：生活保
護 CW、PSW。

② -3 中学 2 年生。母親が精神疾患で知的にも
課題がある。状態が悪くなると動けなく
なる。母親が精神的に不安定なため、常
に母親を気遣っている。本人も発達に課
題があり、精神科を受診し、服薬している。
表情が乏しい。弟と一緒にいることが多
く、クラスメイトとの関わりが薄い。集
金等の提出が滞る。保健師から、母親の
状態がよくなく、子どもの養育が難しい
という通告があった。

子ども本人：学校による登
校支援。集金の支援。ショー
トステイの利用。養育支援
訪問事業（ヘルパー訪問）
による家事支援。母の精神
悪化により、こどもセン
ターによる一時保護、ファ
ミリーホームへの措置入
所。

（疾病のある）親：障害年
金の申請・受給。保健師に
よる病院受診支援。ヘル
パー訪問による母への支
援。子どもの措置入所後、
こどもセンターによる母へ
の支援（相談・助言）。こ
ども未来課による養育相
談。

② -4 小学 4 年生。母親の気分の波が大きく、
不調時は児の面前での自傷行為がある。
幼少期から、母親の不調時には、父親へ
の連絡役やきょうだいの世話を担ってい
る。父親から母親の体調について相談が
あった時に、状況を把握した。

子ども本人：（児童家庭支
援センター）寄り添い型生
活支援を導入し、児の話を
聞いてもらう場を設定し
た。

・（疾病のある）母親：訪
問看護、ヘルパーの導入。
・父親：父親の受診勧奨。
きょうだい児の保育園利
用、定期連絡。

② -5 高校 1 年生。ひとり親家庭で、母親に精
神疾患あり。ネグレクト状態にあった。
小学高学年頃から、母親の付き添い外出

（受診同行や買い物など）や、家事をして
いる。経済的に困窮しており、不衛生な
家庭環境で生活している。身だしなみも
あまり整っていない。

子ども本人：学校を中心と
して、児への自立に向けた
関わり、担任等によるメン
タルサポート。進学に伴い
寮生活。

・（疾病のある）母親：（子
育て支援課）定期訪問や養
育環境整備。病院受診同行。

（生活保護 CW）生活保護
受給、（障害福祉課）精神
保健福祉手帳の取得、サー
ビス利用。

② -6 高校 1 年生。精神疾患のある母親に代わ
り、きょうだいの世話をし、遅刻が多い
との通告が学校からあった。父親の帰宅
が遅いため、本児が下校後、食事や洗濯
などの家事を担う。

子ども本人：（センター）
定期的に家庭訪問を実施。
学校との情報共有。頑張り
をほめる。

・（疾病のある）母親：（セ
ンター）定期的な家庭訪問
及び電話連絡等
・父親：（センター）定期
的な家庭訪問及び電話連絡
等。

② -7 中卒児（17 歳）母親に精神疾患があり、
母親と一緒に居てあげなければならない
という思いから、母に従っていた。幼児
期からネグレクトがあり、それに起因す
るいじめから不登校になる。本児も精神
科を受診している。

子ども本人：医療、要対協
調整機関、障害福祉課、学
習支援、障害福祉サービス

（受診同行等）

・親：障害福祉サービス（ヘ
ルパー）、訪問看護、要対
協調整機関、生活保護担当
課、障害福祉課、医療。

それぞれの家族状況によって使われている制度の内容にかなり差があるのはうかがえるが、ここ
では掲載されている支援機関を整理する。
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まず子どもに関わっている機関として、学校、市町村の子育て担当部署（要対協調整機関や子育
て相談課や家庭児童相談室）、児童家庭支援センター、生活保護担当課（社会福祉課含む）、児童相
談所（こどもセンター、一時保護所含む）、ファミリーホーム、ショートステイ、学習支援、養育支
援訪問事業（ホームヘルパー）、障害福祉サービスの移動支援（受診同行）が挙げられていた。

精神疾患のある親やその配偶者に対する支援では、生活保護担当課、障害福祉サービスの居宅介
護（ホームヘルパー）、医療機関、障害福祉課、障害年金制度、訪問看護、児童相談所、市町村の子
育て担当部署が挙げられていた。

次に「H30 年度 SSW 事例集」に記載された事例について整理する。「H30 年度 SSW 事例集」の中
で親の精神保健上の問題が示唆されていたのは 46 事例であった。各自治体が選んだ事例の「分類」や、
本文中の記載内容から親の状態、生活課題、介入に関する記述を要約して表 2 にまとめた（要約文
は筆者作成）。

表 2「H30 年度 SSW 事例集」に記載された活用事例の概要
自治体 分類 親の状態 生活課題 介入

宮城県 ①貧困対策、
④不登校

母親のメンタル不
調

頻回な転居、相談
できる知人がいな
い、子どもの欠席
が多い

SSW から母親への継続面談、ハローワーク
や女性相談センターの紹介、児童相談所や市
役所子育て支援課との連携

山形県
【事例 2】

④不登校 母の精神疾患（通
院・服薬中断中）
で感情の起伏が激
しい／父は単身赴
任中

生徒の不登校 父を交えたケース会議、父在宅時の家庭訪問。
生徒登校時は SC による支援、SSW は母の通
院に付き添い、通院や服薬が再開され、病状
が安定してきたことで登校日が増加した

栃木県
【事例 2】

⑤暴力行為、
⑦その他

母親に精神疾患の
診断あり

発達障害のある子
による家庭内暴力

SSW が母親と面談を重ねて信頼関係を築き、
面談を重ねることで安定した。生徒は専門医
療機関の受診につながり服薬開始、学校での
学習支援で成績向上、就労を視野に入れた長
期的支援につながった。

東京都
【事例 1】

②児童虐待、
⑤不登校

母親が精神的に不
安定

児童に対する母親
の関わりが薄い。
子どもも投稿に強
い緊張を感じてい
る

（元々の連携先を継続。子ども家庭支援セン
ター）。SSW は児童の緊張を緩めることに焦
点を当てて関わり登校への抵抗感が低くなっ
た

都立学校
【事例 1】

①貧困対策、
④不登校、
⑦その他

母親のアルコール
依存及び若年認知
症

家庭環境の不安
定、生徒本人の特
別支援学校通学へ
のジレンマ、障害
受容の課題

子ども家庭支援センター、若年性認知症総合
支援センター、YSW と学校で定期的なケー
ス会議。／母の要介護認定、デイサービスの
通所。本人の療育手帳取得。母の障害年金、
本人の育成手当及び特別児童扶養手当で生活
も安定。本人の卒業後の就労支援機関ともつ
ながる。

都立学校
【事例 2】

②児童虐待 母親の精神状態が
不安定で暴言を言
う

生徒が母に受診を
勧めると逆上され
る

（母への外部機関の介入については生徒や父
が消極的）。YSW が定期的な面接で母親に対
する接し方や必要な時の外部機関の利用につ
いて話し合ううちに母の状態が落ち着く
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自治体 分類 親の状態 生活課題 介入
都立学校

【事例 3】
①貧困対策、
⑨ヤングケ
アラー

母子世帯で母が精
神障害の治療中の
ため別居、母方祖
父母と同居。3 年
前に祖母が半身不
随になり生徒本人
が介護。

半身不随の同居祖
母の介護、母の収
入で 2 世帯の生計
を立てており困
窮。

SSW が本人と面談し、地域の福祉機関につ
ないだ。母は生活保護、祖母には訪問介護等
で、本人のケア負担軽減。

新潟県
【事例 1】

⑤暴力行為、
⑦その他

母子世帯、母に精
神障害が疑われる
言動がある

児童本人の反抗挑
戦性障害のような
暴力、器物損壊行
動。

ケース会議の開催、別居中の父や母との面談
を重ねた。医療機関への受診に SSW が同行。
入院、特別支援学校への転校、服薬や専門的
支援により本人が落ち着いた時間を過ごせる
ことが増えた。

岐阜県
【事例 2】

②児童虐待、
④不登校、
⑦その他

母親の気分障害 母親の希死念慮、
室内の散らかり、
子どもたちの体
臭、遅刻増加。

要対協ケースとしてフォロー。民生委員が母
親を講師とする手芸教室を開催、母がパート
に出られるようになった。本人も母をおいて
行事に参加できるようになった

静岡県
【事例 1】

①貧困対策、
②児童虐待

母子家庭、母親が
精神的に不安定

生徒が母の財布か
ら盗み、母へ暴力。
母は小遣いを与え
ず、しつけとして
子どもへ暴力。

SSW が母親を医療機関につなぎ、継続的な
服薬やカウンセリング受療。本人は一度母へ
の暴力で警察を介して一時保護され、その後
児童相談所を挟んで母子の適度な距離の確保
を調整した

三重県
【事例 1】

①貧困対策、
⑤暴力行為

母子世帯、母の飲
酒等精神的不安定

生活保護解除によ
る困窮、母の飲酒
運転、生徒の性被
害、母親の一時家
出

生徒本人には SC の面談。SSW は母と面談。
障害福祉課や警察とも情報共有し、本人はア
ルバイトや生活福祉資金の利用で対処。

大阪府
【事例 1】

②児童虐待、
④不登校、
⑦その他（発
達障がいに
関する問題）

4 人家族、父に発
達障害の診断あ
り、母がうつ状態
になった

経済的負担、発達
障害の父及び子ど
もへの対応に疲弊
した母がうつ状態
になり家庭状況が
悪化

SSW が要対協につなぎつつ、保護者との個
別面談を重ねる。家庭養育訪問事業、ヘルパー
派遣、生活困窮者自立支援制度の家計相談の
活用で、当該児童の登校増加。

岡山県
【事例 2】

①貧困対策、
②児童虐待、
⑦発達障害
等に関する
問題、養子
縁組解消

実父は行方不明、
実母は精神疾患で
長期入院中。

実母の再婚相手と
養親組しており、
養父家族と同居し
ていたが折り合い
が悪く養子縁組解
消となった。

実母は生活保護受給し長期入院中のため、養
子縁組解消により生活拠点・経済的基盤を喪
失した。法テラスを利用し弁護士の助言を受
けながら、生活保護受給、未成年後見制度を
検討。

香川県
【事例 1】

①貧困対策 母親がメンタル面
での課題あり

本人の自傷行為、
経済的問題（生活
保護受給）、進路の
悩み

本人の進学希望を共有、生活保護担当者も交
えた会議で利用できる福祉制度のについて知
り、進路の見通しが立った。家族の支えも得
られて自傷行為も減少

愛媛県
【事例 1】

①貧困対策、
④不登校

父親は出張が多
い。母親は精神的
に不安定。学校に
拒否反応が強い。

不登校、保健室登
校。昼夜逆転生活。

適応指導教室を紹介し通室ができるように
なった。また（本人の？）医療機関の受診に
つなげることができた

福岡県
【事例 3】

⑨ヤングケ
アラー

両親の離婚、父か
らの DV から母親
が精神的に不安定
になった

次男は母親が心配
で登校できない、
三男も精神的に不
安定になり登校で
きない

小中合同でケース会議を実施し、母と次男は
病院を受診、三男にも SC から受診を促した。
世帯は生活保護受給。
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自治体 分類 親の状態 生活課題 介入
佐賀県

【事例 1】
①貧困対策、
②児童虐待

母に精神科通院歴
があり、精神的に
不安定

母が登校時間帯に
寝ており、児童は
朝食欠食、遅刻、
忘れ物が多かっ
た。児童への体罰
あり。

学校、相談所、SSW, 福祉課（生活保護？）
で会議。SSW が母と定期面談し母の安定を
図る。転学予定であったので、転学先に適切
に引き継ぎし、児童は落ち着いた生活を送っ
た

札幌市
【事例 1】

①家庭環境
の問題、
⑦発達障が
い

DV が原因で離婚
し生活保護受給
中、不眠・不安・
焦燥感

本児が発達障害を
もち強い衝動性を
示すために特別支
援急に通級中、母
が登校時付き添
い。将来の見通し
が立たず不安。

SSW が母と面談、母のクリニック受診を勧
め、本児の通院先のペアレントメンターを活
用。学校にも本人単独での通学や通常級への
転籍についての希望を表明できるようになっ
た

さいたま市
【事例 1】

④不登校、
⑦その他

母子世帯、精神疾
患がある

母は家事を担えず
子どもたちが食事
を作る。本児も不
登校、不安障害。
集団が苦手で忘れ
物が多い。

SSW が家庭訪問支援を行い、食材宅配サー
ビスの紹介、A の受診先との情報共有。A は
教育相談室に週 1 回程度通所できるように
なった。他のきょうだいへは学習支援団体か
らの訪問支援体制を構築。

千葉市
【事例 1】

①貧困対策、
②児童虐待

母子世帯、母に精
神疾患あるが継続
受診ができない

家がゴミ屋敷で自
宅入浴ができな
い、調理ができな
い。

SSW が関係機関と連絡調整、NPO 法人の支
援を活用し、母の医療機関の受診につながり
精神的に安定。生活支援サービスを利用し、
徐々にごみの撤去、生活環境の改善につな
がった。

川崎市
【事例 1】

②児童虐待、
④不登校

母が朝起きられず
登校刺激ができな
い

送迎ボランティア、母への医療機関

新潟市
【事例 1】

①貧困対策，
②児童虐待，
④不登校，
⑤暴力行為

精神疾患あり 収入不安定、家計
管理能力が乏し
い、ゴミ屋敷、身
辺不衛生、兄の家
庭内暴力

学級担任や児童相談所職員による家庭訪問。
子どもの医療機関と連携。障害福祉ホームヘ
ルパーを利用し、衛生状況改善、母の負担軽
減し仕事が安定。

静岡市
【事例 1】

①貧困、
④不登校、
⑥非行

母の精神疾患 生活保護受給中。
子どもに施設入所
体験あり、家庭復
帰後も非行あり。
子ども達不登校。

SSW の面談、学校・児童相談所・生活支援課・
県警・との調整、学習意欲向上事業。SSW
と母子との関係構築により状況改善、連携も
柔軟化

名古屋市 2
【事例 1】

①貧困、
⑦その他

父子家庭の父親の
心身の不調

父の家事の負担
感、経済的困窮、
進路の不安

受診同行、進学費用の補助制度の紹介

堺市
【事例 2】

②児童虐待、
④不登校

父のアルコール問
題

児童の衣服の汚
れ、家の散らかり、
父の入院

学校、SSW, 家庭児童相談員、子ども相談所、
病院、保健センターの PSW、生活保護ケー
スワーカー。祖母を支える。

広島市
【事例 2】

④不登校、
⑦その他

同居の祖母、母の
精神疾患、子ども
も特別支援級、

基本的生活習慣が
整わずほとんど登
校できていない

放課後等デイサービス、子ども家庭支援課（母
の治療専念を助言）、子どもの医療機関。
SSW が子どもの通院同行。母に本児の服薬
管理を促す。

北九州市
【事例 1】

②児童虐待 母子家庭、母に妄
想のような独語、
異常行動あり

母から子どもへの
心理的虐待（暴言）
があるが本児が一
時保護を拒否

子どもの学校、祖父、SSW の会議で、祖父
に受診について情報提供。母が医療保護入院、
児童は祖父宅で保護。

熊本市
【事例 3】

⑨ヤングケ
アラー

精神疾患のある
母、自殺企図歴あ
り

母が包丁を持ち出
したり過量服薬を
する。服薬管理や
家事、母の介助を
生徒が担当。

SSW が母の精神科受診と服薬調整を病院と
統制、学校と母の関係調整。母の精神保健福
祉手帳の取得、福祉サービスの導入で家庭環
境の改善→登校状況改善

精神疾患のある親と暮らす子どもの世帯を支える制度の整備状況に関する探索的検討
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自治体 分類 親の状態 生活課題 介入
八戸市

【事例 2】
①貧困対策
④不登校

母子家庭の生活保
護世帯、母に複数
の疾患、不登校歴、
精神的に不安定

母が引きこもり。
住宅事情で実家に
一時身を寄せてか
ら、学校近くに転
宅ができなくなり
不登校

生活福祉課、健康づくり推進課と SSW が連
携し母の通院計画を立てて支援、祖母が付き
添い通院。本人の状況が改善し登校率改善

宇都宮市
【事例 2】

①貧困対策，
②児童虐待・
ＤＶ、
④不登校

母子家庭（内夫服
役中）、母無職で収
入無し。高血圧、
肝炎、自律神経失
調症

経済的支援、母の
健康不安、出所後
の内夫との接触の
恐れ

女性相談所につなぎ、転居支援、生活保護受
給支援

高崎市
【事例 1】

①貧困対策、
②児童虐待、
⑦その他

母の精神疾患、両
親が離婚している
が同居

ゴミ屋敷、子ども
の発達障害疑い、
母が子を感情的に
責める、生活資金
の問題

障害福祉課、相談支援事業所、放課後等 DS、
子ども発達支援センターと連携。放課後等デ
イサービスの定期通所。SSW の関与で子ど
もの受診、服薬治療につながり、母や祖母と
相談できる関係ができた

川越市
【事例 2】

①貧困対策
④不登校

母子家庭、母が精
神的に不安定

母が午前起きられ
ず、毎日午後から
登校。学力追い付
かず欠席増加

SSW が家庭訪問、母が早起きを心がけ。学
校の学習支援で不登校改善

越谷市
【事例 2】

④不登校 母がうつ病 母が経済的不安や
生活ストレスによ
り家事ができなく
なり子どもが不登
校に

生活保護受給、精神障害者保健福祉手帳の取
得を促し。母の通院が安定し養育態度も改善、
介護保険の情報提供も

柏市
【事例 1】

①貧困対策；
家庭環境の
問題，福祉
機関との連
携④不登校
⑦その他；
心身の健康・
保健に関す
る問題

母子家庭、生活保
護受給、母にメン
タル不調

子どもの自傷行
為、夜間俳諧、異
性交遊、学習意欲
が低く進路定まら
ず

母への就労支援、生徒が医療につながり、主
治医との情報共有、学校での学習支援、生活
保護ケースワーカーから費用の提示。

八王子市
【事例 2】

④不登校 母子家庭、母に精
神疾患あり、無職、
生活保護受給中

登校渋り（母が送
迎）

生活保護 CW による手続きの促し、SSW に
よる手続き同行、SSW の頻回な家庭訪問

金沢市
【事例 2】

①貧困対策、
④不登校

母子家庭、母が精
神的に不安定で通
院中、生活保護受
給

家事全般を子ども
が行い、生活リズ
ム不規則、一時保
護経験あり

SSW が週 1 家庭訪問、担任による個別学習
支援、ひとり親家庭等日常生活支援事業の
ホームヘルパー、児童相談所、生活保護ケー
スワーカー

豊橋市
【事例 1】

①家庭環境
の問題、福
祉機関との
連携

母は精神的に不安
定で、人生を悲観
的に考えて、人前
であっても突発的
に危険な行動をと
ることがある。

ゴミであふれた部
屋、朝起きられず
遅刻が多い

SSW が面談継続中、要対協個別支援ケース

高槻市
【事例 2】

①貧困対策
③いじめ
④不登校
⑦発達障が
い

母は精神保健福祉
手帳取得

自宅は不衛生、に
おいによるいじめ
あり、母から子育
てのしんどさの相
談あり。父の拒否
がありサービス利
用に至らない

学校、相談支援事業所、放課後等デイサービ
ス。学校や放課後等 DS で清拭、歯磨き指導。
コミュニティソーシャルワーカーにより家計
見直し支援。相談支援事業所につなぎヘル
パー等福祉サービス利用。姉と兄は就労支援
につなぐ。
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自治体 分類 親の状態 生活課題 介入
明石市

【事例 3】
④不登校
⑨ヤングケ
アラー

生活保護受給、母
子世帯、母が精神
的に不安定（以前
ギャンブル依存の
問題あり）

母の受診にいつも
生徒が同行、本生
徒も起立性調節障
害あり

障害福祉サービスの利用を勧めるが拒否、離
婚した父に相談したところ別居解消、学校で
の個別的学習支援の提供、病院の SW との情
報共有

和歌山市
【事例 2】

⑦その他発
達障害に関
する問題

母が精神的に不安
定、

子の発達障害に母
の理解がなく、学
校との連日のトラ
ブル

SSW による関係形成、福祉サービスによる
家事全般の負担の軽減

呉市
【事例 2】

④不登校
⑦その他

保護者は精神疾患
あり、パート就労。

母の家事能力が低
く片付けができず
食事の用意も難し
い。子どもの遅刻
や欠席が増加、
きょうだいへの暴
力、自傷。

ヘルパーの利用で家庭環境の整理、定期的な
家庭訪問で登校に結び付いた

下関市
【事例 2】

①貧困対策、
③いじめ、
⑥非行

母子家庭、母の精
神疾患、生活保護
受給

母の状態が悪いと
1 日寝ているので、
子どもが家事。子
どもに非行あり

（学校内徘徊、教員
への暴言）。休日も
母と過ごすことが
多い

主治医と連携し、子に母への対応を医師から
説明してもらう、週 3 日ヘルパー派遣（下関
市独自の「介護・福祉生活支援サービス」で
家事援助）、児童相談所による定期面談

高松市
【事例 2】

①貧困対策 父が精神疾患 父が仕事ができず
経済的に困窮

就学援助の申請、父の自立支援医療、兄の奨
学金、フードバンクを介した食糧支援。父の
精神保健福祉手帳取得、就労支援により収入
が改善

長崎市
【事例 2】

①貧困対策、
⑦その他

母が精神疾患、 母が家事が行えな
い時がある。金銭
管理が苦手で月末
に経済的に困窮

精神障害者保健福祉手帳の取得、ひとり親家
事支援の申請、児童手当尾更新手続きの同行
支援、相談支援事業所につなぎ、訪問看護や
障害福祉サービスの家事援助につなげる。家
庭環境が改善

佐世保市
【事例 1】

④不登校
⑦その他（保
護者支援）

母は精神疾患。ひ
とり親家庭で生活
保護受給中。

子どもの不登校、
母がクレーム多
い。精神的に不安
定になることが
る。

こども支援課が養育や生活状況についてハロ
ワと連携しつつ対応、生活保護課では自立に
向けた話し合い、児童相談所は安否の確認

佐世保市
【事例 2】

①貧困対策
②児童虐待

母に精神疾患あり
不安定、生活保護
受給中、パート
ナー同居

異父きょうだい 7
名あり。育児放棄
を疑う状況、子ど
も達が家出し警察
経由で一時保護さ
れたことがある。

複数の機関で相談継続。生活保護ケースワー
カー、民生委員の訪問活動、児童相談所によ
る養育状況の確認、SSW の関与で受診につ
ながる

事例の内容が多様であるため、関係機関も複数挙げられる。スクールソーシャルワーカーを除くと、
最も多いものが、生活保護・生活困窮者自立支援制度で 14 件あった。ついで医療機関であり、親の
医療機関で 14 件、子どもの医療機関で 8 件であった。児童相談所との連携も 9 件みられた。障害者
総合支援法に関する制度も複数挙げられており、精神障害者保健福祉手帳を取得し、相談支援事業
所とつながって、居宅介護（ホームヘルプ）、放課後等デイサービス、就労支援事業所等の活用するケー
スがみられた。介護保険制度のデイサービスや訪問介護を使うケースもあった。家事援助に関連す
るサービスのニーズは複数の事例で挙げられており（不衛生な自宅環境や食事の問題等）、障害者福
祉サービス以外でも養育支援訪問事業や、ひとり親家庭等日常生活支援事業、自治体独自の「生活

精神疾患のある親と暮らす子どもの世帯を支える制度の整備状況に関する探索的検討

70



支援サービス」等の名称でのヘルパー派遣を利用しているケースもあった。食事に関しては食材宅
配サービスを活用した事例もあった。

児童福祉関係の機関も比較的多く、児童相談所は9件挙げられた他、一時保護所を使った事例もあっ
た。また要対協の個別支援ケースとしていることを明示している事例も複数あった。自治体により
名称や組織体系が異なるが、子育て支援の担当課や家庭児童相談室等も複数挙げられた。また児童
発達支援センターを利用した事例もあった。夫婦間暴力を巡って、婦人相談所を利用した事例も 2
件あった。

教育・学習に関連する支援としては、学校での個別的な学習支援が 5 件と多かった他、スクール
カウンセラーとの個別面談や、適応指導教室や教育相談室の活用がみられた。また学習支援団体の
活用が 3 件挙げられており、うち 1 件は生活困窮者自立支援制度の子どもの学習支援事業を示唆す
る名称が記載されていた。

そのほか、民生委員の関与や、社会福祉協議会のコミュニティソーシャルワーカーによる家計の
見直し支援や生活福祉資金の貸付制度を使っている事例もあった。そのほか経済的支援として、就
学援助、奨学金、障害年金、育成手当、特別児童扶養手当の利用に至った事例もあった。フードバ
ンクによる食料支援を使った事例もあった。

4．考察
二つの報告書からは、精神疾患のある親と暮らす子どもの世帯には様々な生活ニーズが関わって

おり、個別に様々な機関を調整しなければならないことが示唆された。とはいえ、共通するニーズ
も複数見られた。以下ではニーズに合わせて活用できる支援制度を整理して示す。

まず、親の精神状態に関するサポートが必要である。「H30 年度 SSW 事例集」で親の医療機関が
挙げられていたことからも、多くのケースでまずは精神疾患に起因する問題が生じている場合には、
まずは症状の安定を図るために医療の活用が欠かせない。しかし精神症状が安定すれば良いだけは
ない。「H30 年度 SSW 事例集」では、スクールソーシャルワーカーが粘り強く定期的な訪問を積み
重ねることで精神疾患のある親と信頼関係を形成した事例がいくつも寄せられた。学校や医療機関
に対して拒否的な態度をとっている人であっても、繰り返し訪問され対話を積み重ねていくことで、
ある程度落ち着きを取り戻し、何らかの支援機関の利用に至ったり、生活環境を自ら改善したケー
スもあった。訪問看護の立場で在宅精神障害者への支援を行ってきた小瀬古（2019）は、精神疾患
をもつ当事者が在宅で暮らす中で困っていることは、精神症状ではないと述べている。少し長いが
引用しよう。

　私が地域に住む当事者から実際に聞いている三大困り事は、「お金のやりくり」「毎日の食事」
「人間関係 ( 友人や恋人職場の人など )」です。当事者の困り事は精神症状ではなく、私たちと同
じように、人との関係や日々の生活の中にあるのです。
　精神症状や気分の波は目に見えるものではないので、悪くなっていることに気づかないと、
それによって行動が振り回されてしまいますその結果、人との関係がうまくいかなくなったり、
毎日の食事の確保が難しくなったり、一気にお金を使いすぎて生活費がなくなってしまい、生
活に支障をきたすようになります。そして生活の状況が極まり、周囲にもそれが認知され、サポー
ト要請が支援者 に入って面接する時には、支援者からは精神症状の悪さが前面に見えますが、
当事者にとっては生活には困っている自覚があっても、精神症状に困っているとい う自覚はほ
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とんどないということになります。支援者と当事者が出会った時の「困り事」の認識にはズレ
があるということは、覚えておいてもいいかと思います。（小瀬古 2019,p11）

この後、小瀬古は生活や行動の変化に着目することで、その人の苦しみがどこにあるのかという
真の課題を共有することが可能になると説明している。医療機関においては精神症状の重症度とそ
れに対する薬物療法を中心とした治療の効果に焦点があてられることが多いが、精神疾患を抱えな
がら在宅生活を続けている人に対する関与では、こうした日常生活における困りごとをしっかり把
握できる存在が不可欠であろう。ただし、今回の二つの報告書の掲載事例では、訪問看護を利用し
ているものは稀である。医療機関の精神保健福祉士がこのような関与をしていることもあったが、

「H30 年度 SSW 事例集」では親が未受診であったり、服薬を中断しているようなケースも複数挙げ
られていた。このような医療機関につながっていないケースに対しては、まずはその発見が重要で
あり、学校などの「気づく目」とそれを支援に結び付ける関わりが欠かせないだろう。

次に居宅の衛生環境の保持や食事の支度といった家事支援のニーズが挙げられる。障害者総合支
援法に基づく障害福祉サービスの居宅介護（家事援助、育児支援含む）、ひとり親家庭等日常生活支
援事業、養育支援訪問事業、自治体独自の生活支援サービスなどの枠組みで、ヘルパーを利用して
いる世帯は、「ヤングケアラー報告書」でも「Ｈ 30 年度 SSW 事例集」でも共通して複数見られた。様々
な制度が使える可能性があるということであるが、これだけ制度が異なっていると本人や支援者に
とってはそれぞれの制度の対象や仕組みに関する理解がないと、利用しづらい可能性がある。この
点については調査 2 で再検討する。

次に経済的な支援である。生活保護制度や生活困窮者自立支援制度の家計改善支援事業や子供の
学習・生活支援事業の活用がみられた。また親の障害年金や障害のある子どもの育成手当、特別児
童扶養手当の申請をサポートした事例がみられた。また制度名は明記されていないが、「H30 年度
SSW 事例集」では「進学にかかる費用と支援」について説明した事例が複数見られており、社会福
祉協議会の生活福祉資金の貸付制度や奨学金、高等教育の就学支援新制度を紹介していると考えら
れる。学齢期の子どもとその親にとっては進学に関する費用負担も大きな懸念事項であることが示
唆される。ひとり親世帯の場合には、「ひとり親家庭等生活向上事業」の枠内で実施される、「ひと
り親家庭等生活支援事業」を使って家計管理について学んだり、学習支援事業を活用したりするこ
ともできると考えられるが、事例集等での活用は確認されなかった。

また子どもに対して家以外の「居場所」を提供する支援もいくつか見られた。親による養護が困
難になった児童生徒に対してファミリーホームや学校の寮を活用している事例があった。また一時
的に親と離れて暮らすために児童相談所の一時保護所や、「子育て短期支援事業」の一環である「短
期入所（ショートステイ）事業」が利用されていた。宿泊を伴わない通所の居場所としては、障害
のある子どもに対しては放課後等デイサービスが活用されていた他、一定年齢以上の子どもは学校
における担任やスクールカウンセラーによる個別面談や学習支援、民間団体による学習支援・生活
支援の場が活用できることなどが示された。市町村が行う「子育て短期支援事業」の一環である夜
間養護等（トワイライトステイ）事業の利用は事例集からは確認されなかった。

このほかにも、地域や世帯の状況によって、民生委員や婦人相談所、就労支援、ボランティア等
さまざまな機関やサービスがその世帯を支えるために関わっていた。こうした複数の機関による支
援を適切に結び付けていくための調整の場が欠かせないと言える。その役目を担いうる機関で挙げ
られていたものが、子どもを中心とする観点では要保護児童対策地域協議会の個別支援ケースとし
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て位置付けることだろう。またこうした子育て世代を支えるための包括的な支援を提供するものと
して、平成 28 年母子保健法の改正により「子育て世代包括支援センター」が本格実施されている。
子育て世代包括支援センターは 18 歳までの子どもと保護者を対象として、必要な情報提供を行うほ
か、支援プランを策定し、関係機関との連絡調整を行うことが必須業務として定められている。た
だし子育て世代包括支援センターは 2017 年からの実施事業であるため、「ヤングケアラー報告書」
においても「H30 年度 SSW 事例集」でもその名称についての言及はなかった。また、精神疾患のあ
る親を中心とする場合や子どもにも障害がある場合には、相談支援事業所がサービス等利用計画書
の作成を通じてケアマネジメントの中核を担うことができるだろう。ただし、相談支援事業所がケ
アマネジメントを担う場合には、精神疾患の親を中心としたケアを組み立てることになりがちであ
り、子どものニーズに対する十分な配慮も欠かせないだろう。

調査 I においては、精神疾患のある親と暮らす子どもを一体的に支えるためにどのような制度や
サービスが必要とされるかを、既存の事例集等を通じて検討した。では、これらの制度は実際のと
ころ、どの程度「利用できるもの」となっているだろうか。国の制度として実施できる枠組みがあっ
ても、市町村によって整備状況に差があれば、利用できないことも多いだろう。そこで、これらの
諸制度の位置づけや実施状況について検討し、その利用に関する課題を析出することを目的とし、
調査Ⅱを実施した。

調査Ⅱ　制度やサービスの整備状況に関する調査
1．調査目的
調査Ⅱの目的は、調査Ⅰで明らかになった精神疾患のある親と共に暮らす子どもの世帯を支える

ために利用できる制度、サービスについてその整備状況を実施率や運用規定等から検討し、サービ
ス利用にかかる課題を析出することである。

2．調査方法
まず（1）調査Ⅰで明らかになった代表的なサービス、制度について、その実施状況を国の各種資

料から把握する。次いで（2）制度の規定や運用についてより詳細に比較するため、家事援助サービ
スを例として、国の通知等の比較、実施要綱の比較を行う。

3．調査結果と考察
（1）全国における各制度やサービスの実施率や設置状況
調査Ⅰで記載したもののうち、設置が必須とされていない事業について国の各種資料に基づき実

施状況を表 3 にまとめた。

表 3　厚生労働省各種資料にみる制度・サービスの実施状況    
事業名およびその内容 根拠法 全国の実施状況

ひとり親家庭等日常生活支援事業 
※家事援助

母子及び父子 
並びに寡婦福祉法 908 区市町村（52.2%）

ひとり親家庭等生活向上事業 
※生活相談、家計管理、学習支援等

母子及び父子
並びに寡婦福祉法 949 区市町村（53.9%）

子育て短期支援事業（1）
短期入所生活援助（ショートステイ）事業 児童福祉法 849 か所
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事業名およびその内容 根拠法 全国の実施状況
子育て短期支援事業（2）
夜間養護等（トワイライトステイ）事業 児童福祉法 415 か所

要保護児童対策地域協議会の設置状況 児童福祉法 1736 市区町村（99.7%）
養育支援訪問事業における育児家事援助 児童福祉法 605 市町村 1 （35.1%）
子育て世代包括支援センター 
※（法律上の名称は「母子健康包括支援センター」） 母子保健法 1,288 市区町村 2 （74.7%）

生活困窮者自立支援制度
一時生活支援事業 生活困窮者自立支援法 277 自治体（31%）

生活困窮者自立支援制度
家計相談支援事業 生活困窮者自立支援法 403 自治体

（45%）
生活困窮者自立支援事業
子どもの学習支援・生活支援事業 生活困窮者自立支援法 536 自治体

（59%）
障害者基幹相談支援センター 障害者総合支援法 687 市町村（39％）
計画相談支援事業
※障害福祉サービス利用のためのプラン作成 障害者総合支援法 10,255 か所

居宅介護事業
※身体介護、家事援助、通院介助、同行介助を含む 障害者総合支援法 23,098 か所

放課後等デイサービス 児童福祉法 13,980 か所
1  2  出典：「市町村（虐待対応担当窓口等）の状況調査（平成 30 年度調査）」3（平成 30 年 4 月 1 日現在）、「平成
30 年度母子家庭の母及び父子家庭の父の自立支援施策の実施状況」4、「2020 年度子育て世代包括支援セン
ター実施状況調査（2020年4月1日時点）」5、「平成30年度生活困窮者自立支援制度の実施状況調査集計結果」6、

「障害者相談支援事業の実施状況等の調査結果について」7、「令和元年社会福祉施設等調査の概況」8

それぞれの制度ごとに、集計の仕方が異なり、都道府県別の設置率・実施率が算出されているも
のもあれば、事業所数のみが記載されているものもあった。事業の根拠法が異なり、公的統計に関
する根拠法も異なるため、掲載方式が年度によって異なるという問題点もみられた。そのため各施
策の実際の状況について共通の基準で検討しづらいことが課題の一つとして挙げられる。

また根拠法が多岐にわたることは、世帯全体を視野に入れた支援の提供しづらさにつながると考

1　�実施自治体数しか記載がなかったため、政府統計窓口による調査時点での全国の区市町村数から百分率
を算出した

2　�実施自治体数しか記載がなかったため、政府統計窓口による調査時点での全国の区市町村数から百分率
を算出した

3　�厚生労働省「市町村（虐待対応担当窓口等）の状況調査（平成 30 年度調査）」のうち「要保護児童対策
地域協議会の設置運営状況調査結果」https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000680040.pdf 及び「養
育支援訪問事業の実施状況調査」https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000680042.pdf

4　�厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課母子家庭等自立支援室（2020）「平成 30 年度母子家庭の母及び父子
家庭の父の自立支援施策の実施状況」https://www.mhlw.go.jp/content/11923000/000584701.pdf

5　�厚 生 労 働 省「2020 年 度 子 育 て 世 代 包 括 支 援 セ ン タ ー 実 施 状 況 調 査 」https://www.mhlw.go.jp/
content/11900000/000660863.pdf

6　�厚生労働省社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室「平成 30 年度生活困窮者自立支援制度の実施
状況調査集計結果」

7　�厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室（2020）「障害者相談支援事業の
実施状況等の調査結果について（平成 31 年 4 月時点）」

8　厚生労働省「令和元年社会福祉施設等調査の概況」（令和元年 10 月 1 日時点）
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えられる。生活保護制度や生活困窮者自立支援制度は世帯全体を対象とするものだが、主に経済的
側面でのサポートが中心である。担当ケースワーカーが積極的に世帯の状況を把握して、関連する
他法他制度につないでいくことが望まれる。子育て世代包括支援センターは子どもと保護者を対象
としているため、世帯全体を視野に入れうるが、まだ整備状況はさほど高くない。障害者総合支援
法に基づく制度やサービスは、主対象として障害者・児本人を定めているので、世帯全体に対するサー
ビスを提供できるものではない。「ヤングケアラー報告書」等でも提案されているように、要対協が
調整機関となって積極的に多機関を結び付けた支援を展開することが重要である（田中 2018）。

さらに、この結果からは、市町村別の事業実施率が提示されている事業は、要対協を除くと総じ
て低いことが分かる。子育て世代包括支援センターの設置は 7 割を超えているが、その他の事業は 3
割から 5 割程度にとどまるものが多い。つまり、精神疾患のある親と子どもの世帯が、何らかの支
援を必要とする状況になったとしても、居住自治体によって使えるサービスが異なり、住まいの場
所によっては使えないものが多々ありうるということである。

（2）家事援助に関するサービスの規定の比較
次いで家事援助や育児支援に関するサービスに関する規定を比較する。自治体独自のサービスに

ついては情報収集が困難であったため、ここでは障害者総合支援法の居宅介護（家事援助）、ひとり
親等日常生活支援事業、養育支援訪問事業の三つについて取り上げる。

まず、障害福祉サービスの居宅介護（家事援助）は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に
支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用
の額の算定に関する基準」（平成 18 年厚生労働省告示第 523 号）において、「単身の世帯に属する利
用者又は家族若しくは親族 ( 以下「家族等」という。) と同居している利用者であって、当該家族等
の障害、疾病等の理由により、当該利用者又は当該家族等が家事を行うことが困難であるもの」が
利用できるとされており、家事援助の内容についても「調理、洗濯、掃除等の家事の援助であって、
これを受けなければ日常生活を営むのに支障が生ずる利用者に対して行われるもの」と定義されて
いる。つまり、同居家族等が家事を行うことができる状況の場合には利用対象外であり、また家事
援助の内容は利用者本人に対する家事に限定されていることになる。これに関しては「居宅介護 ( 家
事援助 ) の適切な実施について」( 平成 28 年 3 月 10 日障障発 0310 第 1 号 ) の通知においても、同居
家族が家事を行える状況かどうかをしっかり確認すべきであることが強調されている。

判断が難しいのは、同居家族が「子ども」の場合である。同制度を育児支援に活用することがで
きることについては平成 21 年 7 月 10 日付の厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課に
よる事務連絡「障害者自立支援法上の居宅介護（家事援助）等の業務に含まれる「育児支援」につ
いて」において明記されている。その中では、居宅介護（家事援助）の枠内で育児支援が行えるとなっ
ており、その業務内容は乳児に対する沐浴や授乳だけではなく、「利用者（親）へのサービスと一体
的に行う子ども分の掃除、洗濯、調理、利用者（親）の子どもが通院する場合の付き添い、利用者（親）
の子どもが保育所（場合によっては幼稚園）へ通園する場合の送迎」に用いることができると記載
されている。ただし留意事項としては「① 利用者（親）が障害によって家事や付き添いが困難な場合、
②利用者（親）の子どもが一人では対応できない場合、③他の家族等による支援が受けられない場合」
のみに限られることが強調されている。この事務連絡では育児支援の対象として未就学児とその親
が例示されているだけであり、「子どもが一人で対応できる」年齢であるとされるなら、支給対象外
とされうる可能性があるのである。
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次に、「ひとり親家庭等日常生活支援事業」について取り上げる。同事業は、平成 26 年 9 月 30 日
雇児発 0930 第 13 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「ひとり親家庭等日常生活支援事業の
実施について」において、「ひとり親家庭等日常生活支援事業実施要綱」が定められている。その利
用対象は「①ひとり親家庭等であって、技能習得のための通学、就職活動等自立促進に必要な事由、
又は、疾病、出産、看護、事故、災害、冠婚葬祭、失踪、残業、転勤、出張、学校等の公的行事の
参加等社会通念上必要と認められる事由により、一時的に生活援助、保育サービスが必要な家庭等
及び生活環境等が激変し、日常生活を営むのに、特に大きな支障が生じている家庭等」または「②
未就学児を養育しているひとり親家庭であって、就業上の理由により、帰宅時間が遅くなる等の場
合（所定内労働時間の就業を除く。）に定期的に生活援助、保育サービスが必要な家庭」とされている。
つまり、精神疾患のある親がひとり親の場合で、親が就業就業上の理由で帰宅時間が遅くなる場合
などは定期的に支援を利用することができるが、就業していない場合には①の要件となり、症状が
重い時にのみ一時的に利用するような制度として設計されていることが分かる。業務内容に関して
は「生活援助の内容は、家事、介護その他の日常生活の便宜」、「子育て支援の内容は、保育サービ
ス及びこれに附帯する便宜」とされており、その具体的な内容として「ひとり親家庭支援の手引き」
では「(1) 乳幼児の保育、(2) 児童の生活指導、(3) 食事の世話、(4) 住居の掃除、(5) 身の回りの世話、(6)
生活必需品等の買い物、(7) 医療機関等との連絡、(8) その他必要な用務」と紹介されており、かなり
幅広い用務に利用できることが示されている。また費用負担や利用期間に関しては国の規定に定め
はないが、自治体によって費用負担は異なり、利用の回数や時間数の上限もそれぞれ異なることが
多い。精神疾患が慢性化したときなどの長期的な利用が必要な場合には、障害者総合支援法による
サービスへの移行を検討せざるを得ないかもしれない。

最後に「養育支援訪問事業」について取り上げる。これは平成 26 年 5 月 29 日雇児発 0529 第 33
号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「養育支援訪問事業の実施について」により実施された
ものであり、その最新の実施要綱が雇児発 0403 第 4 号平成 29 年 4 月 3 日同局長通知に添えられて
いる。その事業の内容は、安定した妊娠出産・育児を迎えるための相談・支援や、出産後間もない
時期の養育者に対する育児不安の解消や養育技術の提供のための相談・支援に加えて、「不適切な養
育状態にある家庭など、虐待のおそれやそのリスクを抱える家庭に対する養育環境の維持・改善や
児童の発達保障等のための相談・支援」が位置付けられている。その具体的な支援対象としては、
以下の類型が挙げられている。

ア　妊娠や子育てに不安を持ち、支援を希望する家庭。
イ　‌�若年の妊婦、妊婦健康診査未受診及び望まない妊娠等、妊娠期からの継続的な支援を特に

必要とする家庭。 
ウ　‌�出産後間もない時期（概ね 1 年程度）の養育者が、育児ストレス、産後うつ状態、育児ノ

イローゼ等の問題によって、子育てに対して強い不安や孤立感等を抱える家庭。 
エ　‌�食事、衣服、生活環境等について、不適切な養育状態にある家庭等、虐待のおそれやその

リスクを抱え、特に支援が必要と認められる家庭。 
オ　‌�公的な支援につながっていない児童（乳幼児健康診査等の谷間にある児童、3 歳～ 5 歳児で

保育所、幼稚園等に通っていない児童）のいる支援を必要とする家庭。 
カ　‌�児童養護施設等の退所又は里親委託の終了により、児童が復帰した後の家庭。
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平成 29 年の通知では、それ以前の支援対象の要件に記載されていた「一般の子育て支援サービス
を利用することが難しい状態にある家庭」という文言が削除され、新たにア、オ、の要件が加えら
れた。また留意事項として「平成 29 年改正では、様々な事情により地域社会から孤立しがちな子育
て家庭等に対して、より積極的な支援を実施できるよう、妊娠や子育てに不安を持ち支援を希望す
る家庭、公的な支援につながりを持たない家庭を本事業の対象として明確化したところである。こ
うした対象家庭への支援には、家庭訪問型子育て支援を実施している民間団体等を活用して、育児・
家事援助に重点を置いた必要な支援の提供 に努められたい」という記載が加筆された。つまり、で
きるだけ多くの支援を要する家庭が対象となるように国の実施要綱としては対象が拡大されている
ことがうかがえる。しかし、「養育支援訪問事業ガイドライン」9 は平成 29 年度の実施要綱改正に合わ
せた改正がまだなされていないため、対象者の把握方法は「乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃ
ん事業）の実施結果や母子保健事業、妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とする家庭に係る
保健医療の連携体制に基づく情報提供」か「児童相談所等関係機関からの調整機関への通知・通告
等や中核機関への情報提供」によるものとされており、あくまで専門職が発見することを前提とし
た枠組みになっている。そのため実際の運用に際しては、「子育てに不安を持ち、支援を希望する家庭」
が幅広く利用できるようにはなっていない可能性がある。

一例をあげよう。東京都三鷹市の「三鷹市養育支援訪問事業実施要綱」10 はウェブ公開されており、
その対象者としては国の通知に準ずる以下のものが位置付けられている。

ア　‌�出産後おおむね 1 年以内の養育者が、育児ストレス、産後うつ状態、育児ノイローゼ等の
問題によって、子育てに対して強い不安や孤立感等を抱える家庭

イ　‌�児童に係る食事、衣服、生活環境等について、不適切な養育状態にある等、虐待のおそれ
やそのリスクを抱える家庭

ウ　児童養護施設等からの退所又は里親委託の終了により、児童が家庭復帰した後の家庭

しかし、三鷹市のウェブサイトから、子育てに関するサービスについて調べても、子育てに困難
を抱える家庭に対する訪問支援やヘルパー派遣に関する情報は記されていない。とはいえ、当事業
が軽視されているわけではない。三鷹市の「健康福祉総合計画 2022（第 2 次改定版）」11 では、子ども・
子育て支援計画の中の主要事業の一つとして「養育支援訪問事業の充実」が位置付けられている。
その説明では、「こんにちは赤ちゃん事業や乳幼児健康診査事業と連携し、子育てに対して強い不安
や孤立感等を抱えている家庭に対し、育児・家事援助や専門相談などの適切な支援を行います。積
極的に訪問するアウトリーチ型支援の実施により、子育て家庭の養育力向上を図るとともに、児童
虐待の未然防止にも取り組みます」と記載されている。つまり、養育支援訪問事業そのものは充実
していく予定であるが、その主対象として想定されているのは産後間もない時期や未就学の子ども
を抱える世帯であり、こんにちは赤ちゃん訪問や乳幼児健診を契機として家庭状況が気がかりとさ

9　�厚生労働省「養育支援訪問事業ガイドライン」https://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/kosodate08/03.
html

10　�東京都三鷹市（2016）「三鷹市養育支援訪問事業実施要綱」 https://www1.g-reiki.net/city.mitaka/reiki_
honbun/g128RG00001135.html

11　�東京都三鷹市（2020）「三鷹市健康福祉総合計画 2022 第 2 次改定」https://www.city.mitaka.lg.jp/c_
service/086/086023.html
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れた場合に制度を案内するというような運用が図られている可能性がある。学齢期の子どもをもつ
親が精神疾患を発症し、養育環境が悪化した場合に、精神疾患のある親がウェブサイトを調べても
このようなサービス情報にアクセスできないという課題があると言える。なお、三鷹市の養育支援
訪問事業では、利用時間に関する規定がある。そこでは 1 日 1 回 2 時間まで、乳幼児を主対象とす
る短期型支援では開始から 3 か月以内の 40 時間、不適切な養育がみられるような世帯には開始から
1 年以内の 100 時間と規定されている。つまり、毎週 1 回 2 時間程度のヘルパー利用が上限であり、
1 年以上の長期にわたる場合には他の制度に移行する必要があるということだろう。

同様に、東京都板橋区でも「養育支援訪問事業実施要綱」12 では、1 歳未満の乳児が属する家庭で何
らかの事情で日常生活に支障をきたすおそれのある家庭に加えて、要支援家庭であって、特定妊婦
として継続的案支援を必要とする家庭や、「児童を養育する中で、食事、衣服、生活環境等について、
不適切な養育状況にある家庭」及び児童養護施設等を退所し、児童が家庭復帰した後に区長が必要
であると認める者がいる家庭などが対象者として位置付けられている。しかし区の子育てウェブサ
イトを見ても同様に子育て支援のためのヘルパー派遣に関する情報は明示されていない。東京都板
橋区のウェブサイトから子ども家庭支援センターの案内13を見ると、そこで「育児支援ヘルパー事業」14

が紹介されているが、そこでは利用対象者として「区内に住所のある妊娠中の方（母子健康手帳の
取得後から）、及び 1 歳未満の乳児のいる方」とされており、それ以上の年齢の子どもを育てる親に
は利用できる制度があることは明示されていない。ここでも、子ども家庭支援センターが虐待リス
クのある家庭と判断しない限り、サービス情報が提供されないという可能性が示唆される。なお実
施要綱によれば、支援計画を定めてサービス提供にあたるが、利用時間や利用回数に定めがあった
としても当該利用時間又は利用回数では支援目的を達成できないときには、支援調整会議の議を経
て、当該目的を達成するのに必要な限りにおいて、当該利用時間又は利用回数を上回ることができる、
とされており、ケースバイケースの柔軟な対応をしているようである。

国の平成 30 年度「養育支援訪問事業実施状況調査」によれば、訪問対象世帯の 73% で養育者は精
神疾患ないしは精神的な問題を抱えている。事業としての支援終結後に障害者総合支援法のサービ
スにつながった事例も 26.6% に達している。同制度は、精神疾患のある親が、一時的に症状を悪化
させて家事等ができなくなったときに生活環境を整える上で使いやすい制度ではないかと考えられ
るが、そもそも全国での実施率が低いために居住地によっては使えなかったり、広報の不足などで
制度自体を本人や周囲の身近な支援者が知らなかったりするために、生活状況が極度に悪化して周
囲が虐待的な環境だと気づくまで制度につながることができないのは残念なことである。

以上の点を簡単に表 4 にまとめた。精神疾患のある親と子どもの世帯が使える公的な家事援助サー
ビスは主に 3 つあるが、配偶者がいたりや同居家族（一定程度の年齢に達した子どもを含む）が家
事を行えると判断されたりする場合は使えないものや、市町村の任意事業であるため自治体によっ
ては未実施であったり、実施していても利用回数や上限も異なっており、必ずしも使いやすいもの
になっているとは限らないことが明らかとなった。また多くの制度では乳幼児を育てる家庭が主対

12　�東京都板橋区（2016）「板橋区養育支援訪問事業実施要綱」https://www.city.itabashi.tokyo.jp/_res/
projects/default_project/_page_/001/015/700/h210401youikushienhoumonjigyou.pdf

13　�東京都板橋区（2020）「子ども家庭支援センターの案内」https://www.city.itabashi.tokyo.jp/kosodate/
azukeru/short/1004468.html

14　�東京都板橋区（2020）「育児支援ヘルパー派遣事業」https://www.city.itabashi.tokyo.jp/kosodate/
ninshin/ninshin/1004071.html
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象として例示されていた。つまり学齢期以降の子どもを育てる世帯については、不適切な養育環境
が顕在化しない限り、サービスにつながれない可能性が示唆された。

表 4　公的な家事援助制度の比較まとめ
事業名 対象・条件 期間の定め等 課題

障害者総合支
援法
居 宅 介 護（ 家
事援助）

利用者及び一体的に行われる子どもへ
の家事・育児

なし
※利用には「計画相談
事業」によるサービス
等利用計画の策定が必
要

同居家族が家事を行え
る（とみなされる）場
合には利用不可

ひとり親家庭
等日常生活支
援事業

ひとり親であり、かつ、①保護者の疾
病等で生活環境が一時的に悪化した場
合か、②定期的に就業上の理由で生活
援助が必要な場合

自治体によって異なる
利用回数、利用期間が
定められている

実施率が低い

養育支援訪問
事業

妊娠や子育てに不安をもち支援を希望
する家庭／産後おおむね 1 年以内で子
育てに強い不安を感じる家庭／不適切
な養育環境にある家庭　等

自治体によって異なる
利用回数、利用期間が
定められている

実施率が低い
制度設計当初は主対象
として産後 1 年以内の
世帯が位置付けられて
おり、その他の世帯に
関する広報が少ない

Ⅲ．考察
本調査では精神疾患のある親と共に暮らす子どもの世帯を一体的に支えるための支援制度につい

て検討してきた。まず改めて本調査で明らかにした点を挙げる。
まず「ヤングケアラー報告書」や「H30 年度 SSW 事例集」に基づいて、精神疾患のある親と暮ら

す子どもの世帯を一体的に支えるための制度やサービスについて検討した。その結果、まず親のメ
ンタルヘルス面でのサポートを提供できる存在が必要であること、次いでホームヘルプサービスに
より家事や育児の援助を受けること、経済的な支援、子どもに対する家庭以外の「居場所」的な支
援が受けられること、様々な支援を組み合わせて調整するための機関が関わることの必要性が示唆
された。精神疾患のある親と暮らす子どもを一体的に支えるための仕組みは存在せず、子どもを中
心として考えるなら要対協が、親を中心として考えるなら計画相談事業所が様々な支援の調整機関
を担いうると考えられた。

そこで、挙げられた制度やサービスについてその整備状況について国の資料等から検討したほか、
一部自治体に関しては公式ウェブサイトの掲載情報を確認した。その結果、精神疾患のある親と共
に暮らす子どもが活用しうる制度の多くで、実施率が低いことが示された。さらに家事・育児援助サー
ビスについてその規定をより詳細に調べたところ、配偶者の有無や精神疾患のある親の就業状況、
子どもの年齢等によって利用の可否や利用期間に制限が課せられることが示唆された。加えて、自
治体のウェブサイトに掲載された情報などからは、精神疾患のある親や、一定年齢に達した子ども
が支援の必要性を感じてウェブ検索をしても、使える制度やサービスの情報にアクセスできない可
能性があることが示唆された。

精神疾患のある親と暮らす子どもが感じる困難について、年代別に整理した田野中（2019）によ
れば、【世話をされない苦しい生活】が学童期や思春期の子どもまで苦しめていることが明らかにさ
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れている。栄養不足になったり、学校生活に必要なものを用意できなかったり、自分一人で本を見
て調理しようとしてもうまくいかなかったり、生活習慣としてあいさつや入浴や着替えを知らなかっ
たために恥ずかしい思いをしたり、成長に合わせた衣服や生理用品の使用に難しさを感じた子ども
がいたという。高校生になると家の管理や祖父後の介護への過剰な負担を挙げたものもいたという。
本調査でも、使われているサービスの中で比較的多いのはホームヘルパーの派遣を行う事業であっ
た。しかし家事援助サービスに関する規定からは、多くの事業で親子を一体的に支援する場合には
乳幼児期が想定されており、学童期や思春期の場合には同居の家族が家事ができないといった要件
が必要であったり、虐待リスクが高いと判断されるほど不適切な養育環境が目立つ状態になってい
たりする必要があった。学齢期以降の子どもの親が精神疾患を発症ないしは再発した場合で、親が
治療を受けていなかったり、子どもに疾患や治療について説明していなかったりすると、子どもは
自分の生活に生じていることを他者にどのように説明したらよいか分からないだろう。実際、田野
中（2019）が最初に挙げている子どもの困難も【わけのわからぬまま親の症状をみるしかない生活】で，
助けを求めることもできず，怖い気持ちや不安を持ち続けていた」という点である。こうした学齢
期以降の子ども達のいる世帯に対しては、親戚や学校教員など子どもと身近に関わる周囲の大人が
状況に気づき、制度につなげることが欠かせない。それと同時に、家事援助に関する事業が、学童
期や思春期の子どもを持つ世帯であっても利用しやすい形式で提供される必要があるだろう。民間
の家事援助サービスもあるが、精神疾患のある親と暮らす子どもの世帯の多くで経済的な困難も抱
えているため、公的な制度によって支えられることが必要である。

また田野中（2019）は、子どもの困難として【心を許せる友達や安心できる場所のない苦しさ】
を挙げている。不安定な生活環境の中で親の言動に振り回される苦しさから、小学校高学年くらい
から〔家をでて親と距離をとりたい〕という思いを抱く子どもが多いという。また親の病状や家庭
の状況を周囲の人に隠すために、心許せる友達が不在となっており、周囲の大人に相談することも
なかった。そのためさらに【我慢だけ強いられ，周囲からも支えられない苦しさ】を抱えていた指
摘している。このような子どもが少しでも家庭から離れて、安心できる時間を持てるような「居場所」
的な関わりは重要である。本調査では、生活困窮者自立支援事業における子どもの学習支援事業や、
子どもに障害がある場合の放課後等デイサービスがその役割を担いうることが示された。そのほか
には、スクールカウンセラーとの面談や、担任が個別に面談を行ったり学習支援を行ったりするなど、
教育現場で特別な配慮が行われていることもあった。そのほか、ヤングケアラーに関する調査を行っ
ている澁谷（2018）が指摘するように各地に様々な展開がみられている「子ども食堂」も子どもの「家
庭以外の居場所」として活用しうるものとなるだろう。これらの「居場所」活動につないでいくた
めにも、蔭山ら（2021）が指摘するように子どもの話をまずはしっかり聞き取る支援者がいること
が重要である。とはいえ、蔭山ら（2021）による精神疾患のある親の子どもに対する調査では 30 歳
代以下の人は、40 歳代以上の人と比べて小学生や高校生の頃に学校への相談歴のある人が有意に多
かったという。おそらくは学校における教育相談体制が充実したこと等から、「子ども」の立場から
教員に相談する機会が徐々に増えつつあるのかもしれない。こうした子どもからの SOS を適切に受
け取り、子どもに我慢を強いるのではなく、適切なサービスの導入による生活負担の軽減につなげ
ていくことが必要だろう。

なお本報告にはいくつかの課題がある。それぞれの制度の実施状況については国の資料を中心に
調べただけにとどまっていることである。実際の運用上の課題については、自治体に対して事例調
査を行うことが欠かせないだろう。また、本調査では探索的に家事援助サービスを 3 つ取り上げて
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その実施要綱等を比較したが、他の制度やサービスについても同様の検討が必要だろう。さらに、
利用者からの情報へのアクセスのしやすさについても正確な実態と課題を明らかにするためには市
町村に対してより詳細な調査を行うことが必要だろう。

付記
本研究は科学研究費補助金基盤研究（B）18H00945 及び基盤研究（C）20K02263、子どもの虹情

報研修センターの研究委託費により実施した。
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